
被災３県の求人・求職動向　　　 　（資料出所）福祉人材センター　「福祉人材情報システム」

新規求人数（23年） 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 新規求職者数（23年） 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

岩手県 146 131 123 302 342 235 439 423 岩手県 72 137 93 121 147 104 72 116

宮城県 99 101 144 141 171 227 372 296 宮城県 72 77 94 74 45 65 67 103

福島県 85 59 48 274 252 222 216 577 福島県 84 93 75 38 47 69 89 62

全国計（被災3県除く） 11,445 10,505 11,533 13,927 15,212 14,702 16,044 15,412 全国計（被災3県除く） 4,953 5,450 4,621 5,317 5,147 5,824 4,565 4,421

新規求人数（22年） 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 新規求職者数（22年） 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

岩手県 178 113 83 237 122 110 305 194 岩手県 119 136 75 115 102 102 150 159

宮城県 165 135 68 88 143 107 138 213 宮城県 125 141 78 85 130 62 89 90

福島県 60 64 40 89 231 93 128 232 福島県 120 176 88 146 84 87 95 63

全国計（被災3県除く） 9,128 7,989 8,088 10,626 12,036 11,450 11,960 12,955 全国計（被災3県除く） 5,737 6,047 4,936 4,831 5,529 5,411 4,550 4,670

対前年同期増減率 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 対前年同期増減率 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

岩手県 -18.0% 15.9% 48.2% 27.4% 180.3% 113.6% 43.9% 118.0% 岩手県 -39.5% 0.7% 24.0% 5.2% 44.1% 2.0% -52.0% -27.0%

宮城県 -40.0% -25.2% 111.8% 60.2% 19.6% 112.1% 169.6% 39.0% 宮城県 -42.4% -45.4% 20.5% -12.9% -65.4% 4.8% -24.7% 14.4%

福島県 41.7% -7.8% 20.0% 207.9% 9.1% 138.7% 68.8% 148.7% 福島県 -30.0% -47.2% -14.8% -74.0% -44.0% -20.7% -6.3% -1.6%

全国計（被災3県除く） 25.4% 31.5% 42.6% 31.1% 26.4% 28.4% 34.1% 19.0% 全国計（被災3県除く） -13.7% -9.9% -6.4% 10.1% -6.9% 7.6% 0.3% -5.3%

有効求人倍率（23年） 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 採用数（23年） 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

岩手県 0.64 0.80 0.85 1.19 1.56 1.51 2.00 2.22 岩手県 13 5 20 11 16 6 20 20

宮城県 0.69 0.69 0.55 0.64 0.78 1.02 1.59 1.70 宮城県 9 4 10 11 25 8 6 10

福島県 0.60 0.53 0.41 0.95 1.41 1.93 1.72 2.45 福島県 3 3 4 9 2 2 2 1

全国計（被災3県除く） 1.17 1.09 1.11 1.26 1.50 1.52 1.58 1.58 全国計（被災3県除く） 1,522 839 708 520 563 677 679 780

有効求人倍率（22年） 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 採用数（22年） 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

岩手県 0.66 0.69 0.58 1.01 0.96 0.94 1.04 0.98 岩手県 28 17 5 14 6 8 11 8

宮城県 0.49 0.54 0.44 0.39 0.42 0.50 0.57 0.72 宮城県 22 17 9 5 7 7 3 8

福島県 0.43 0.36 0.25 0.27 0.51 0.59 0.64 0.65 福島県 9 6 5 3 2 3 2 3

全国計（被災3県除く） 0.85 0.77 0.78 0.88 1.01 1.06 1.08 1.09 全国計（被災3県除く） 1,292 770 581 630 549 517 614 683

対前年同期増減率 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 対前年同期増減率 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

岩手県 -2.0% 16.3% 45.8% 17.8% 62.5% 61.0% 92.0% 126.5% 岩手県 -53.6% -70.6% 300.0% -21.4% 166.7% -25.0% 81.8% 150.0%

宮城県 40.4% 27.4% 27.2% 65.8% 85.4% 102.1% 179.1% 137.8% 宮城県 -59.1% -76.5% 11.1% 120.0% 257.1% 14.3% 100.0% 25.0%

福島県 38.2% 45.6% 67.4% 249.3% 177.1% 228.8% 168.4% 274.7% 福島県 -66.7% -50.0% -20.0% 200.0% 0.0% -33.3% 0.0% -66.7%

全国計（被災3県除く） 37.6% 42.1% 43.0% 43.5% 48.8% 43.9% 45.9% 44.6% 全国計（被災3県除く） 17.8% 9.0% 21.9% -17.5% 2.6% 30.9% 10.6% 14.2%
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福利厚生センターサービスメニュー一覧（平成２２年１２月現在） 

● 健康生活用品給付 
● 電話健康相談 
● 生活習慣病予防検診費用助成 
● スポーツクラブ 

● 結婚お祝い品贈呈 
● 出産お祝い品贈呈 
● 入学お祝い品贈呈 
● 資格取得記念品贈呈 
● 永年勤続記念品贈呈 

● 会員死亡弔慰金 
● 入院・手術見舞金 
● 高度障害・後遺障害見舞金 
● 配偶者死亡弔慰金 
● 災害見舞金  

● メンタルヘルス講習会 
● 接遇講習会 
● レク・リーダー養成講習会 
● 広報講習会 
● パソコン講習会 
● 海外研修 

● 指定保養所 
● 会員制リゾート施設 
● 全国提携宿泊施設 
● 海外リフレッシュツアー 
● クラブ・サークル活動助成 
● テーマパーク 
● ゴルフ場 
● 国内・海外旅行 
● レンタカー 

● ホームページ 
● 学天ソウェル 
● ソウェルweb書店 
● 会員情報誌、ソウェルクラブニュース 

● 会員交流事業 
● 地域開発メニュー 

● 特別資金ローン 
● 特別提携住宅ローン 
● ソウェル積立保険 
● ソウェル団体生命保険 
● ソウェル傷害保険 
● ソウェル入院保険 
● ペット保険 
● マイカー購入応援事業 
● ショッピング 
● スポーツ・カルチャー 
●クレジットカード 

健康管理 慶事お祝い 

万一の際 資質向上 

余暇活用 情報活用 

生活サポート 

地域 
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都道府県別加入状況（平成２３年１０月１日現在）

社会福祉法人数Ｂ Ａ/Ｂ

北海道             759 36,065 864 87.8%

青森              75 3,072 506 14.8%

岩手              63 3,461 293 21.5%

宮城              42 2,877 222 18.9%

秋田              78 4,138 207 37.7%

山形             102 4,943 221 46.2%

福島              90 4,852 － －

茨城             119 5,016 473 25.2%

栃木              88 2,858 319 27.6%

群馬              97 3,421 475 20.4%

埼玉             135 5,793 699 19.3%

千葉              70 2,616 562 12.5%

東京             279 21,145 912 30.6%

神奈川              45 2,004 718 6.3%

新潟              46 4,118 396 11.6%

富山              95 5,533 193 49.2%

石川              61 2,708 283 21.6%

福井              43 2,108 211 20.4%

山梨              33 1,064 228 14.5%

長野              64 2,525 327 19.6%

岐阜              89 4,470 282 31.6%

静岡             120 4,597 424 28.3%

愛知              89 6,138 579 15.4%

三重             138 5,766 292 47.3%

滋賀              62 2,117 238 26.1%

京都              85 3,690 423 20.1%

大阪              86 5,689 1,081 8.0%

兵庫              81 3,006 735 11.0%

奈良              43 1,965 199 21.6%

和歌山              48 1,579 200 24.0%

鳥取              23 1,323 109 21.1%

島根              18 695 251 7.2%

岡山              72 5,026 335 21.5%

広島             127 10,170 426 29.8%

山口              65 3,587 291 22.3%

徳島              79 2,968 156 50.6%

香川              79 3,536 179 44.1%

愛媛              59 3,863 206 28.6%

高知              40 1,088 155 25.8%

福岡             150 6,538 1,034 14.5%

佐賀              35 1,476 224 15.6%

長崎              85 3,704 502 16.9%

熊本              95 3,525 623 15.2%

大分              71 3,271 314 22.6%

宮崎              58 2,699 365 15.9%

鹿児島              51 2,085 563 9.1%

沖縄             107 2,774 369 29.0%

合計 4,439 217,662 18,664 －
（注）

（　参考　）
会員数加入団体数Ａ都道府県

　１．社会福祉法人数は、厚生労働省調べ（平成２３年３月末現在）による法人数。
　２．社会福祉法人数は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値を掲載。
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正
な
介
護
保
険
制
度
の
実
施
に
む
け
た
指
導
監
督
の
意
義
と
課
題
を
理
解
し
た
上
で
、
実
地
指
導
・
監
査
の
標
準
化
や
業
務

管
理
体
制
の
監
督
業
務
に
資
す
る
知
識
を
修
得
す
る
と
と
も
に
、
根
拠
に
も
と
づ
い
た
適
切
な
指
導
監
査
の
具
体
的
な
手
法
を

修
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

各
都
道
府
県
（
出
先
機
関
含
む
）
及
び
指
定
都
市
・

中
核
市
に
お
い
て
、
介
護
保
険
指
導
監
督
業
務
に
従

事
し
て
い
る
指
導
的
立
場
の
中
堅
職
員

1
2
0
人

３
日
間

暴
力
・
虐
待
の
被
害
を
受
け
た
母
子
に
対
す
る
保
護
・
支
援
の
中
核
を
担
う
行
政
機
関
（
婦
人
相
談
所
）
の
指
導
的
職
員
が
、

婦
人
保
護
事
業
・
D
V
被
害
者
支
援
（
含
む
、
同
伴
児
童
の
保
護
支
援
）
に
お
け
る
保
健
・
医
療
・
福
祉
の
多
機
関
・
多
職
種
連

携
に
関
す
る
知
識
・
手
法
を
修
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

暴
力
・
虐
待
の
被
害
を
受
け
た
母
子
に
対
す
る
保

護
・
支
援
の
中
核
を
担
う
行
政
機
関
（
婦
人
相
談

所
）
の
指
導
的
職
員

5
0
人

３
日
間

障
害
程
度
区
分
認
定
の
調
査
内
容
及
び
市
町
村
審
査
会
に
お
け
る
審
査
判
定
・
お
よ
び
個
別
支
援
へ
の
活
用
に
つ
い
て
の
理
解

を
深
め
、
適
切
な
給
付
の
た
め
の
障
害
程
度
区
分
に
関
す
る
専
門
的
知
識
及
び
技
術
を
高
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

都
道
府
県
が
行
う
障
害
者
自
立
支
援
法
の
障
害
程
度

区
分
関
係
研
修
の
講
師
予
定
者
等

8
0
人

１
日
間

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
や
老
人
保
健
施
設
を
は
じ
め
と
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
型
施
設
を
整
備
・
運
営
す
る
事
業
者
に
対
し
て
適
切
な

ア
ド
バ
イ
ス
が
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
知
識
と
技
術
を
修
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

都
道
府
県
、
政
令
市
お
よ
び
中
核
市
の
高
齢
者
福
祉

部
局
の
サ
ー
ビ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
担
当
者

6
0
人

３
日
間

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
や
老
人
保
護
施
設
を
は
じ
め
と
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
型
施
設
を
整
備
・
運
営
す
る
事
業
者
に
対
し
て
適
切
な

ア
ド
バ
イ
ス
が
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
知
識
と
技
術
を
修
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

都
道
府
県
、
政
令
市
お
よ
び
中
核
市
の
高
齢
者
福
祉

部
局
の
施
設
整
備
担
当
者

6
0
人

２
日
間

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
や
老
人
保
健
施
設
を
は
じ
め
と
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
型
施
設
を
整
備
・
運
営
す
る
事
業
者
に
対
し
て
適
切
な

ア
ド
バ
イ
ス
が
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
知
識
と
技
術
を
修
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

都
道
府
県
、
政
令
市
お
よ
び
中
核
市
の
高
齢
者
福
祉

部
局
の
施
設
整
備
方
針
企
画
立
案
担
当
者

4
0
人

１
日
間

都
道
府
県
障
害
程
度
区
分
指
導
者
研
修

研
　
修
 
 
名

ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア
に
関
す
る
研
修

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
指
導
監
督
職
員
研
修

ａ
　
社
会
福
祉
法
人
・
老
人
福
祉
施
設
担
当

適
切
な
指
導
監
査
を
実
施
、
普
及
で
き
る
よ
う
、
社
会
福
祉
制
度
の
動
向
及
び
法
人
や
施
設
等
へ
の
指
導
・
監
査
の
意
義
を
理

解
し
、
質
の
高
い
指
導
・
監
査
を
実
践
す
る
た
め
の
知
識
・
技
術
を
修
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

ｂ
　
社
会
福
祉
法
人
・
児
童
福
祉
施
設
担
当

ｃ
　
社
会
福
祉
法
人
・
障
害
者
福
祉
施
設
担
当

福
祉
事
務
所
所
長
研
修

国
立

保
健

医
療

科
学

院
に

お
い

て
実

施
す

る
研

修
（

平
成

２
４

年
度

(
案

)
）

ａ
　
サ
ー
ビ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
担
当
者
向
け

ｂ
　
施
設
整
備
担
当
者
向
け

ｃ
　
施
設
整
備
方
針
立
案
担
当
者
向
け

〔
問
い
合
わ
せ
先
〕

　
国
立
保
健
医
療
科
学
院
総
務
部
研
修
・
業
務
課

　
　
埼
玉
県
和
光
市
南
２
－
３
－
６

　
　
Ｔ
Ｅ
Ｌ
 
0
4
8
-
4
5
8
-
6
1
1
1
 
 
 
h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
n
i
p
h
.
g
o
.
j
p
/

生
活
保
護
自
立
支
援
研
修
担
当
育
成
研
修

児
童
相
談
所
中
堅
児
童
福
祉
司

　
　
　
　
　
　
・
児
童
心
理
司
合
同
研
修

介
護
保
険
指
導
監
督
中
堅
職
員
研
修

母
子
保
護
支
援
に
お
け
る

　
　
　
　
　
機
関
連
携
指
導
者
養
成
研
修

参考資料８ 
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民間金融機関との協調融資（併せ貸し）制度の概要 

 

１．目的 

独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）と民間金融機関が連携して融資を行

うことで、社会福祉法人が民間金融機関からの資金調達を円滑に行えるようにすることを

目的としています。 

 

２．協調融資の定義 

協調融資とは、社会福祉法人が行う社会福祉事業施設の整備事業に対して機構が融資を

行う場合に、機構との覚書を締結した民間金融機関（別紙参照）が当該整備事業に対して

併せて融資を行うことをいいます。 

なお、貸付けの可否及び貸付条件については、機構と民間金融機関がそれぞれ独自の審

査基準に基づき決定します。 

 

３．協調融資制度の対象となる事業 

社会福祉法人が行う、福祉貸付の対象となる整備事業を対象とします。 

 

４．協調融資制度利用のメリット 

① 覚書を締結した民間金融機関においては、社会福祉法人からの融資相談に対して積極的

に対応していただけます。 

② 整備する建物や敷地等の基本財産を民間金融機関に担保に供する場合において、所轄庁

の承認が不要となります。 

 

５．手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 機構と民間金融機関が、『社会福祉事業施設に対する貸付けに係る覚書』を締結しているこ

とが前提となります。 

※２ 審査の結果、機構又は民間金融機関からの貸付けが受けられない場合があります。 

※３ 機構と民間金融機関が相互に情報交換をするため、事前に法人から承諾書をいただくことと

なります。 

法人（借入申込者） 

福祉医療機構 民間金融機関 
（覚書締結済み） 

① 融資相談 
③ 承諾書の提出、申込み 

① 融資相談 
③ 承諾書の提出、申込み 

⑤ 審査結果 ⑤ 審査結果 

② 連絡様式の提出 

④ 資料の提供等 

貸付けに関する情報交換 

参考資料９ 

131



全棟数
S57以降

建築の棟数
改修の必要が

ない棟数
改修済、
改修中数

耐震済の棟数 耐震化率

A B C D B+C+D=E E/A

144,901 106,017 6,928 4,609 117,554 81.1%

1 北海道 5,408 3,784 125 57 3,966 73.3%

2 青森県 2,159 1,605 43 26 1,674 77.5%

3 岩手県 1,731 1,241 48 26 1,315 76.0%

4 宮城県 1,545 1,158 132 57 1,347 87.2%

5 秋田県 1,447 1,175 22 9 1,206 83.3%

6 山形県 1,993 1,542 53 8 1,603 80.4%

7 福島県 1,824 1,324 93 25 1,442 79.1%

8 茨城県 1,581 908 52 64 1,024 64.8%

9 栃木県 2,075 1,644 22 15 1,681 81.0%

10 群馬県 2,421 1,904 35 41 1,980 81.8%

11 埼玉県 4,858 3,739 125 139 4,003 82.4%

12 千葉県 3,825 2,931 286 98 3,315 86.7%

13 東京都 9,423 6,193 1,146 937 8,276 87.8%

14 神奈川県 1,834 1,284 152 127 1,563 85.2%

15 新潟県 2,424 1,771 72 64 1,907 78.7%

16 富山県 1,111 814 60 24 898 80.8%

17 石川県 1,318 901 40 43 984 74.7%

18 福井県 1,554 1,074 146 62 1,282 82.5%

19 山梨県 1,648 1,194 114 58 1,366 82.9%

20 長野県 2,985 2,200 88 74 2,362 79.1%

21 岐阜県 2,181 1,622 200 84 1,906 87.4%

22 静岡県 2,570 2,048 118 130 2,296 89.3%

23 愛知県 3,641 2,478 407 295 3,180 87.3%

24 三重県 2,504 1,900 208 99 2,207 88.1%

25 滋賀県 1,261 953 72 32 1,057 83.8%

26 京都府 1,589 1,108 75 57 1,240 78.0%

27 大阪府 3,878 2,550 180 222 2,952 76.1%

28 兵庫県 3,369 2,472 128 117 2,717 80.6%

29 奈良県 1,350 996 32 33 1,061 78.6%

30 和歌山県 1,296 824 95 71 990 76.4%

31 鳥取県 1,236 883 71 19 973 78.7%

32 島根県 1,607 1,226 24 13 1,263 78.6%

33 岡山県 1,498 1,129 27 11 1,167 77.9%

34 広島県 2,192 1,603 64 36 1,703 77.7%

35 山口県 1,747 1,233 51 21 1,305 74.7%

36 徳島県 1,560 1,203 61 20 1,284 82.3%

37 香川県 1,166 828 39 49 916 78.6%

38 愛媛県 1,806 1,349 32 27 1,408 78.0%

39 高知県 1,066 768 30 20 818 76.7%

40 福岡県 3,245 2,450 52 39 2,541 78.3%

41 佐賀県 1,668 1,252 37 21 1,310 78.5%

42 長崎県 1,960 1,531 52 7 1,590 81.1%

43 熊本県 1,805 1,403 18 12 1,433 79.4%

44 大分県 1,551 1,155 37 34 1,226 79.0%

45 宮崎県 1,351 1,029 57 24 1,110 82.2%

46 鹿児島県 2,463 1,831 47 23 1,901 77.2%

47 沖縄県 1,722 1,277 7 16 1,300 75.5%

106,446 77,487 5,075 3,486 86,048 80.8%

全国計

都道府県計

都道府県・市名

社会福祉施設等の耐震化状況
参考資料10 
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全棟数
S57以降

建築の棟数
改修の必要が

ない棟数
改修済、
改修中数

耐震済の棟数 耐震化率
都道府県・市名

48 札幌市 1,464 1,188 14 13 1,215 83.0%

49 仙台市 890 726 47 39 812 91.2%

50 さいたま市 1,004 792 30 28 850 84.7%

51 千葉市 552 418 70 14 502 90.9%

52 横浜市 2,114 1,753 126 100 1,979 93.6%

53 川崎市 1,068 782 135 37 954 89.3%

54 相模原市 513 436 33 12 481 93.8%

55 新潟市 848 670 43 5 718 84.7%

56 静岡市 696 519 31 85 635 91.2%

57 浜松市 808 635 67 38 740 91.6%

58 名古屋市 1,671 1,187 145 119 1,451 86.8%

59 京都市 1,266 838 77 24 939 74.2%

60 大阪市 1,998 1,271 143 131 1,545 77.3%

61 堺市 585 443 15 11 469 80.2%

62 神戸市 1,379 1,025 95 50 1,170 84.8%

63 岡山市 940 715 16 11 742 78.9%

64 広島市 919 644 11 5 660 71.8%

65 北九州市 1,140 805 11 9 825 72.4%

66 福岡市 1,015 698 76 23 797 78.5%

20,870 15,545 1,185 754 17,484 83.8%

67 旭川市 538 390 0 4 394 73.2%

68 函館市 360 269 8 3 280 77.8%

69 青森市 351 284 2 3 289 82.3%

70 盛岡市 409 311 12 1 324 79.2%

71 秋田市 394 335 6 4 345 87.6%

72 郡山市 370 256 10 13 279 75.4%

73 いわき市 352 258 6 1 265 75.3%

74 宇都宮市 434 366 0 5 371 85.5%

75 前橋市 379 314 11 9 334 88.1%

76 川越市 203 154 3 0 157 77.3%

77 船橋市 337 211 34 7 252 74.8%

78 柏市 111 81 23 0 104 93.7%

79 横須賀市 343 243 10 14 267 77.8%

80 富山市 730 554 48 6 608 83.3%

81 金沢市 645 383 47 71 501 77.7%

82 長野市 623 467 12 10 489 78.5%

83 岐阜市 433 314 26 8 348 80.4%

84 豊田市 305 240 26 26 292 95.7%

85 豊橋市 304 201 42 38 281 92.4%

86 岡崎市 264 169 41 22 232 87.9%

87 大津市 357 265 7 6 278 77.9%

88 高槻市 288 214 15 1 230 79.9%

89 東大阪市 283 199 10 7 216 76.3%

90 姫路市 557 410 24 7 441 79.2%

91 西宮市 399 309 7 6 322 80.7%

92 尼崎市 310 181 15 5 201 64.8%

93 奈良市 314 242 12 4 258 82.2%

94 和歌山市 519 414 20 5 439 84.6%

95 倉敷市 494 339 26 3 368 74.5%

96 福山市 650 421 7 2 430 66.2%

政令市計
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全棟数
S57以降

建築の棟数
改修の必要が

ない棟数
改修済、
改修中数

耐震済の棟数 耐震化率
都道府県・市名

97 下関市 430 281 7 7 295 68.6%

98 高松市 613 506 25 8 539 87.9%

99 松山市 436 328 17 14 359 82.3%

100 高知市 536 359 9 9 377 70.3%

101 久留米市 375 290 3 5 298 79.5%

102 長崎市 628 458 14 10 482 76.8%

103 熊本市 658 499 8 10 517 78.6%

104 大分市 785 618 23 7 648 82.5%

105 宮崎市 474 369 34 4 407 85.9%

106 鹿児島市 594 483 18 4 505 85.0%

17,585 12,985 668 369 14,022 79.7%

（注１）平成２２年４月１日現在

（注２）全棟数は、棟数からＨ22以降廃止予定を差し引いたもの

中核市計
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№ 都道府県 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
都道府県別
6年間実績数

1 北海道 0 1 9 20 13 17 60
2 青森県 5 19 34 12 19 26 115
3 岩手県 9 15 21 29 24 18 116
4 宮城県 0 0 0 3 9 1 13
5 秋田県 0 0 4 1 1 4 10
6 山形県 0 2 2 1 4 2 11
7 福島県 0 0 3 8 9 6 26
8 茨城県 1 2 6 3 1 1 14
9 栃木県 1 8 6 6 10 11 42
10 群馬県 16 11 8 11 7 5 58
11 埼玉県 8 22 26 25 27 19 127
12 千葉県 0 3 81 28 45 51 208
13 東京都 1,352 1,308 1,827 1,817 2,006 1,979 10,289
14 神奈川県 37 100 131 163 107 148 686
15 新潟県 0 0 0 7 18 27 52
16 富山県 9 18 7 4 2 6 46
17 石川県 0 42 38 32 21 13 146
18 福井県 0 3 2 4 4 5 18
19 山梨県 1 10 4 7 7 2 31
20 長野県 2 15 9 29 16 15 86
21 岐阜県 7 19 10 4 10 10 60
22 静岡県 47 38 45 40 38 15 223
23 愛知県 3 25 39 55 59 110 291
24 三重県 19 7 13 13 13 8 73
25 滋賀県 0 0 3 4 3 3 13
26 京都府 80 115 254 185 192 207 1,033
27 大阪府 9 31 80 60 41 80 301
28 兵庫県 20 25 51 52 32 44 224
29 奈良県 0 0 0 4 2 1 7
30 和歌山県 0 0 2 10 4 2 18
31 鳥取県 0 15 18 20 24 26 103
32 島根県 0 1 4 1 2 1 9
33 岡山県 0 0 0 3 0 0 3
34 広島県 0 0 0 1 16 21 38
35 山口県 41 39 25 14 10 14 143
36 徳島県 0 0 0 6 3 3 12
37 香川県 0 0 8 2 5 5 20
38 愛媛県 0 0 4 8 6 18 36
39 高知県 0 2 1 3 1 0 7
40 福岡県 0 0 0 5 20 11 36
41 佐賀県 0 4 1 2 0 3 10
42 長崎県 0 3 12 6 10 4 35
43 熊本県 0 21 22 27 19 26 115
44 大分県 11 14 18 14 6 7 70
45 宮崎県 0 0 0 0 2 1 3
46 鹿児島県 0 9 5 4 1 6 25
47 沖縄県 0 0 2 4 2 3 11

1,678 1,947 2,835 2,757 2,871 2,985 15,073全国合計受審数

※平成17～19年度の実績数については、一部の県で外部評価等が含まれていたためその数を除外した。

全国社会福祉協議会調べ

○第三者評価事業（都道府県別の受審数）
参考資料１２ 
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福祉避難所の指定状況について(平成２３年３月３１日現在) 
 

○都道府県別福祉避難所指定状況 

 

※福祉避難所を１カ所以上指定・協定済みの自治体数 

都道府県名 市町村数
指定済

市町村数
指定割合 都道府県名 市町村数

指定済
市町村数

指定割合

  1北海道 179 28 15.6% 25滋 　賀 19 8 42.1%

  2青 　森 40 5 12.5% 26京 　都 26 14 53.8%

  3岩 　手 34 12 35.3% 27大 　阪 43 26 60.5%

  4宮 　城 35 24 68.6% 28兵 　庫 41 23 56.1%

  5秋 　田 25 4 16.0% 29奈 　良 39 11 28.2%

  6山 　形 35 5 14.3% 30和歌山 30 13 43.3%

  7福 　島 59 7 11.9% 31鳥 　取 19 5 26.3%

  8茨 　城 44 11 25.0% 32島 　根 21 4 19.0%

  9栃 　木 27 10 37.0% 33岡 　山 27 3 11.1%

10群 　馬 35 17 48.6% 34広 　島 23 7 30.4%

11埼 　玉 59 31 52.5% 35山 　口 19 15 78.9%

12千 　葉 54 13 24.1% 36徳 　島 24 14 58.3%

13東 　京 62 51 82.3% 37香 　川 17 15 88.2%

14神奈川 33 27 81.8% 38愛 　媛 20 10 50.0%

15新 　潟 30 15 50.0% 39高 　知 34 6 17.6%

16富 　山 15 4 26.7% 40福　 岡 60 31 51.7%

17石 　川 19 10 52.6% 41佐 　賀 20 8 40.0%

18福 　井 17 14 82.4% 42長 　崎 21 7 33.3%

19山 　梨 27 25 92.6% 43熊 　本 45 10 22.2%

20長 　野 77 39 50.6% 44大 　分 18 10 55.6%

21岐 　阜 42 24 57.1% 45宮 　崎 26 4 15.4%

22静 　岡 35 34 97.1% 46鹿児島 43 13 30.2%

23愛 　知 57 31 54.4% 47沖 　縄 41 19 46.3%

24三 　重 29 12 41.4% 全国合計 1745 729 41.8%
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